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問合せ先  執行役員経営企画部長 勝賀瀬 崇 
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当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）の継続に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成20年５月20日開催の取締役会において、当社が発行する株券等の大量買付けに関する具体的

な対応策（買収防衛策）（以下「現対応策」といいます。）を導入することを決議し、平成20年6月26日開

催の第54回当社定時株主総会において株主の皆様にご承認いただきました。現対応策の有効期間は、平成23

年6月28日開催予定の第57回当社定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）終結の時までとな

っております。当社は現対応策導入後における買収防衛策に関する動向を踏まえて、本日開催の取締役会

において、本定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件として、現対応策の内容について所要の

修正を行った上で継続することを決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします（以下継続後

の対応策「本対応策」といいます。）。今般の継続にあたり現対応策からの主な変更点は、①株券電子化

の施行に伴う所要の修正、②取締役会評価期間を延長する際の上限を30日としたこと、③現対応策にお

いては独立委員会の委員を3名選任していたところ、本対応策においては1名追加し、4名選任したこと、

④その他の所要の修正を行ったことです。なお、上記の取締役会には、当社の社外監査役２名を含む当社

の監査役４名全員が出席し、本対応策の具体的運用が適正に行われることを条件として、本対応策に異議が

ない旨の意見を表明しております。 

  

Ⅰ. 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 

当社は、株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者によ

る当社株式の大量買付けであっても、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資するものであれ

ば、これを一概に否定するものではありません。また、当社株式の大量買付提案に応じるかどうかの判断は

最終的に株主の皆様の意思に基づいて行なわれるべきものと考えております。しかしながら、株式の大量買

付提案の中には、企業価値及び株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社の企業価値を十分に反映

しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供さ

れないものも尐なくありません。当社としては、このような当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向

上に資さない大量買付けを行う者は当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、そ

のような買付提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のた

めに必要かつ十分な情報の確保や株式の大量買付けを行う者との交渉などを行う必要があると考えていま

す。 
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Ⅱ. 基本方針の実現に資する取り組み 

 

1．企業価値の源泉について 

当社は主にステンレス鋼その他の金属材料を扱う商社であります。昭和 30 年の創立以来、当社はステン

レス鋼の流通を通じてわが国の産業の発展に寄与することを目的とし、販売先と仕入先双方のニーズを調

整すると共に、お取引先にソリューションを提供することにより発展してまいりました。当社の企業理念

である「日本一のステンレス・チタン商社として、世のため人のために役立ちたい。」は「UEX の志」と

いう形にまとめられております。現在、当社はステンレス鋼の中でも一流メーカーの製品を扱うことによ

り、品揃え、品質、納期、価格などにおいて優位に立ち、地道な営業活動を通じて、単にステンレス鋼材

を販売するだけでなく、近年益々多様化・複雑化して来ているお客様のニーズやウォンツを吸い上げ、適

切なソリューションを提供し、同業他社に負けない競争力を維持しております。当社は、産業の基礎資材

や生産設備・装置などに使用される、いわゆる生産財と呼ばれるパイプ・厚板・丸棒などの取引に強いこ

とが特徴であり、機械装置メーカーや原子力・食品・化学品関連業界に多くの優良顧客を持っていること

が他社との差別化につながっております。また、鉄鋼流通業界においてメーカーや大手総合商社の主導に

よる系列化が進んでいくなか、創立以来、当社は特定の系列に属さず独立性を堅持することにより、再編

が課題とされるステンレス流通業界の中でも独自の存在感を維持しており、このことが仕入先・販売先の

信頼を勝ち取る原因ともなっております。 

 

2．企業価値の向上に向けた取組み 

ステンレス流通業は、日本の経済成長が鈍化していくなか、成熟期を迎えており、従来の問屋機能だけ

に依存したビジネスモデルでは、当社の企業価値を大幅に向上させていくことは困難になってきています。

このように国内市場で大きな拡大･成長が期待できない状況下にあって、他社との競争に打ち勝ち、シェア

を拡大していくには、従来のビジネスモデルに新しい機能を付加していくか、新規事業分野に進出してい

くか、あるいは海外に市場を求めていく必要があります。この一環として平成 20 年 10 月には特殊用途向

けの鍛造・鋳造品などの設計・加工を得意とする会社を当社の関連会社とし、同分野への進出を果たしま

した。また、海外市場に関しては、従来から実績のある中国、韓国や北米の他、インドやベトナムにおけ

る事業展開の可能性の研究を開始しております。いずれの市場においても、当社の基本的な機能、すなわ

ち、販売先と仕入先の双方のニーズを調整することに変わりはありませんが、旧来どおりの物流・金融と

いった業務を行っているだけでは、取引先の満足は得られません。経済のグローバル化の進行や IT の進歩

により、従来の契約形態・ビジネスプロセスが劇的に変化していく環境下において、当社では企業価値を

高めていくために、次のような施策に中長期的に取り組んでまいります。 

① 加工分野を強化することにより、高付加価値商品・サービスの提供を更に充実させます。そのため最

新鋭の機械・設備を導入し、当社の内製加工力を強化していく一方、社外の加工専門会社を適宜活用

し、協同化を図ります。 

② 海外での展開としては、拡大する中国市場において当社の子会社の業容を拡大し、中国に進出する日

系企業向けを中心に販売・サービスを充実させていきます。また、中国以外でも今後成長が見込まれ

る地域における事業展開の可能性の研究を進め、当社の果たせる役割の拡大を図っていきます。 

③ 同業他社との差別化を図るため、取引先への提案営業を実践し、ソリューション機能を強化します。

そのため採用の増加や研修の充実を図り、優秀な人材の育成に努めます。 

 

3．コーポレート・ガバナンスについて 

当社は企業価値を高め株主・取引先・従業員の期待に応えるため、企業倫理を確立し経営の透明性を確保

するとともに、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築・維持することを経営上の最重要課題と

位置づけ、コーポレート・ガバナンス上それを監視できる体制を構築しております。また、業務執行体制を

強化し権限委譲による責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入し業務執行機能を強化しており、ガバ
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ナンスの効いた健全かつ効率的な経営に役立っております。 

 

Ⅲ. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取組み 

 

1. 本対応策継続の目的 

当社取締役会は、当社株券等の大量買付けを行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、当社株券等

の大量買付けの際に、株主の皆様が当該買付行為に応じるべきか否かを適切に判断するために必要かつ十分

な情報及び時間、並びに大量買付けを行おうとする者との協議・交渉の機会を確保する目的で、本対応策を

継続することといたしました。本対応策は、当社株券等の大量買付けを行おうとする者が遵守すべきルール

を定めるとともに、一定の場合には、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さない当社株券等の大量買付

けを行おうとする者に対して、上記Ⅱ.の1.に記載した当社の「企業価値の源泉」を守るため当社が対抗措

置をとる可能性がある旨の警告を行うものです。 

なお、本日現在、当社が特定の第三者から当社株式の大量買付けの具体的提案を受けている事実はござい

ません。また、平成23年3月31日現在における当社の大株主の状況は、別紙1の「当社の株式の状況」のとお

りです。 

 

2. 本対応策の内容 

(1)本対応策の概要 

本対応策は、当社株券等の大量買付けが行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をするために必要かつ

十分な情報及び時間を確保するとともに、大量買付けを行おうとする者との協議・交渉の機会を確保するこ

と等を通じて、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上させることを目的としています。大量買付

けを行おうとする者は、大量買付提案につき当社取締役会が評価・意見・代替案の提示のために必要な一定

の評価期間の経過後、もしくは対抗措置発動の適否に関する当社取締役会後に大量買付けを開始するという

ものです。なお、本対応策においては対抗措置の発動にあたって、独立委員会（下記「(2)独立委員会の設

置」をご参照）が当社取締役会に対して、株主総会を招集し対抗措置発動の適否につき株主の皆様の意思を

確認するよう勧告した場合には、当社取締役会は株主意思の確認手続として株主総会を招集することとし、

この場合、大量買付けは当該株主総会決議後に開始されるものとします（本対応策の概要については、ご参

考「本対応策に関するフローチャート」をご参照ください。）。 

 

(2) 独立委員会の設置 

本対応策においては、対抗措置の発動等にあたって当社取締役会の恣意的な判断を排除し、その客観性及

び合理性を担保するために、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置します。独立委員会の

委員は、3 名以上とし、当社の社外監査役及び社外の有識者(実績ある会社経営者、弁護士、公認会計士、

学識経験者、投資銀行業務又は当社の業務領域に精通している者等)の中から選任されることといたします。

独立委員会は、必要と判断する場合に、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャルアドバイザー、

公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができるものとしま

す。また、当社取締役会は、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上という観点から、買付提案の

評価、検討を行い、大量買付けの提案内容を改善させるために、必要と認めるときは、大量買付者と協議・

交渉等を行うものとし、独立委員会はかかる協議・交渉等の経緯及び結果も踏まえて当社取締役会から諮問

する事項につき勧告を行うものとします。なお、本対応策継続時の独立委員会の委員の候補者氏名と略歴は

別紙2のとおりです。また、独立委員会規定の概要は別紙3のとおりです。 

 

3. 本対応策の手続 

(1) 本対応策の適用対象 

本対応策は、以下の(a)又は(b)に該当する当社株券等の買付け（以下、「大量買付行為」といいます。）
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を行おうとする者（以下、「大量買付者」といいます。）に適用するものといたします（ただし、当社取締

役会があらかじめ同意したものを除きます。）。なお、本対応策では大量買付者と当社との間における使用

言語は日本語といたします。 

 

(a)  当社が発行者である株券等1について、保有者2の株券等保有割合3が20％以上となる買付け 

 

(b)  当社が発行者である株券等4について、公開買付け5に係る株券等の株券等所有割合6及びその特別関

係者7の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け 

 

(2) 大量買付者による買付意向表明書提出及び当社取締役会からの本必要情報の要求 

大量買付者は、大量買付行為の開始に先立ち、大量買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国

内連絡先、本対応策に定める手続を遵守する旨及び提案する大量買付行為の概要を書面（以下「買付意向表

明書」といいます。）にて当社取締役会に対して提出していただきます。当社は、大量買付者から買付意向

表明書が提出された事実及びその内容について、必要かつ適切な範囲で株主の皆様に対して開示いたします。   

当社取締役会は大量買付者より買付意向表明書を受領した日から10 営業日以内に、大量買付者に対して

大量買付行為にかかる買付内容を検討するのに必要な情報（以下「本必要情報」といいます。）のリストを

交付します。なお、大量買付者にご提出頂く本必要情報の内容は、大量買付行為の内容等によって異なりま

すが一般的な項目は以下のとおりです。 

 

(a) 大量買付者及びそのグループ（共同保有者、特別関係者、ファンドの場合は各組合員その他の構成

員を含みます）の概要（具体的名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先、事業内容（当

社の事業と同種の事業についての経験、業績等に関する情報を含みます）、経歴、沿革、資本構成、

財務内容等） 

(b) 大量買付行為の目的、方法及び内容（買付行為における当社株券等の買付け対価の種類・価額、買

付けの時期、関連する取引の仕組み、買付方法の適法性、買付行為の実行の確実性の程度等を含み

ます）  

(c) 買付価額の算定根拠（算定の前提となる事実、算定方法、算定に用いた数値情報） 

(d) 買付資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます）の具体的名称、調達方法、資金調達

に関連する一連の取引の条件・内容等を含みます） 

(e) 大量買付行為後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、財務計画、資本政策及び配

当政策、資産活用策等 

(f) 大量買付行為後における当社及び当社グループの従業員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関

係者に対する対応方針 

(g) 大量買付行為後における当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 

                                                   
1金融商品取引法第 27 条の 23 第１項に定義されます。以下別段の定めがない限り同じとします。なお、本対応策にお

いて引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法令等の制定を含みます。）があった場合には、

本対応策において引用される法令等の各条項は、当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後においてこれらの

法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に読み替えられるものとします。 
2金融商品取引法第 27条の 23第 1項に規定される保有者(同条第 3項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同

じとします。)およびその共同保有者(同条第 5項に規定する共同保有者をいい、同条第 6項に基づき共同保有者とみな

される者を含みます。以下同じとします。)をいいます。 
3金融商品取引法第 27条の 23第 4項に定義されます。以下同じとします。 
4金融商品取引法第 27条の 2第 1項に定義されます。以下(b)において同じとします。 
5金融商品取引法第 27条の 2第 6項に定義されます。以下同じとします。 
6金融商品取引法第 27条の 2第 8項に定義されます。以下同じとします。 
7金融商品取引法第 27条の 2第 7項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第 1号に掲げる者については、

発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第 3条第 2項で定める者を除きます。以下同じとし

ます。 
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(h) その他当社取締役会が合理的に必要と判断する情報  

 

なお、当社取締役会は、大量買付者が提供した本必要情報を精査した結果、本必要情報としては不十分で

あると合理的に認められる場合には、独立委員会の勧告を受け、大量買付者に対し本必要情報が十分に揃う

まで追加的に書面による情報提供を求めることがあります。 

当社取締役会は、大量買付者が提出した本必要情報につき、必要かつ適切と判断される時点でその全部又

は一部を開示いたします。 

 

(3) 当社取締役会による評価期間 

当社取締役会は大量買付者より本必要情報の提供が完了した後、大量買付行為の難易度に応じて、60日間

（対価を円貨の現金のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）又は90日間（その他の大量買

付行為の場合）を当社取締役会による評価、意見、交渉、代替案の作成及び対抗措置発動の適否を判断する

ための期間として設定します（ただし、当社が諮問し、独立委員会が合理的に必要と認めた場合は、独立委

員会の決議により当該評価期間を30日を上限として延長することができるものとし、再延長はしないものと

します。かかる延長がなされた場合には、当社は当該延長の理由とその期間について開示いたします。かか

る期間を以下「取締役会評価期間」といいます。）。大量買付者は取締役会評価期間が終了するまで大量買

付行為を開始しないこととします。当社取締役会は取締役会評価期間において必要に応じ適宜外部の専門家

等の助言を得ながら、提供された本必要情報について十分に評価・検討し、独立委員会からの勧告を最大限

尊重したうえで、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ公表します。 

 

(4) 対抗措置の概要 

大量買付者が本対応策に規定された手続を遵守しない場合や、大量買付行為により当社の企業価値及び株

主共同の利益が毀損されるおそれがあると認められる場合には、当社は新株予約権の無償割当て、会社法そ

の他の法令もしくは当社定款によって認められる対抗措置をとることがあります。具体的対抗措置として、

新株予約権の無償割当てを実施する場合には、大量買付者による権利行使が認められない行使条件及び当社

が当該大量買付者以外の株主の皆様から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付され

た新株予約権を、その時点でのすべての株主の皆様に対して新株予約権無償割当て（会社法第277条以下に

規定）の方法により割当てることがあります。新株予約権の無償割当てを行う場合の概要は別紙4 のとおり

です。 

 

(5) 対抗措置の発動要件 

(a) 大量買付者が本対応策に定める手続を遵守しない場合 

大量買付者が本対応策に定める手続を遵守しない場合（本必要情報が提供されない場合、また提供された

場合でもその内容が不十分である場合等、その他大量買付者が本対応策に定める手続を遵守しない場合）に

は、当社取締役会は、当社の企業価値及び株主共同の利益を守ることを目的に独立委員会からの勧告を最大

限尊重した上で、対抗措置の発動を行うことがあります。 

 

(b) 大量買付者が本対応策に定める手続を遵守した場合 

大量買付者が本対応策に定める手続を遵守した場合には、当社取締役会は当該大量買付行為に反対であっ

たとしても原則として対抗措置はとりません。この場合、株主の皆様が大量買付者による買付提案に応じる

か否かは、大量買付者による買付提案及び当社取締役会の意見、代替案等を考慮の上で、ご判断頂くことに

なります。 ただし、大量買付者が本対応策に定める手続を遵守した場合においても、大量買付者及び大量

買付行為の内容が下記(ⅰ)ないし(ⅶ)に規定される要件のいずれかに該当する場合で、当社の企業価値及び

株主共同の利益を著しく損なうものであると認められる場合には、当社取締役会は、当社の企業価値及び株

主共同の利益を守ることを目的に独立委員会からの勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の発動を行うこと

があります。 
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なお、当社取締役会は対抗措置の発動及び不発動の決議後においても、大量買付者が大量買付行為を撤回

したり変更した場合等、または、当社取締役会の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、または当該

事実が真実ではないことが認識された場合には、独立委員会への勧告を経て、対抗措置の不発動及び発動の

決議を改めて行うことができるものとします。 

 

(i) 真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で株券等を当 

社関係者に引き取らせる目的で当社株券等の大量買付行為を行っている場合（いわゆるグリーン

メイラーである場合） 

(ii) 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、

主要取引先や顧客等を大量買付者やそのグループ会社等に移譲させるなど、いわゆる焦土化経営

を行う目的で当社株券等の大量買付行為を行っている場合 

(iii) 当社の経営を支配した後に、当社の資産を大量買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済

原資として流用する予定で当社の株券等の大量買付行為を行っていると判断される場合 

(iv) 当社の経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券など高額資産

等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当に

よる株価の急上昇の機会を狙って当社の株券等の高値売り抜けをする目的で当社株券等の大量買

付行為を行っていると判断される場合 

(v) 大量買付行為における当社株券等の買付け等の方法が強圧的二段階買収（最初の買付け等の段階

で全株券等の買付け等を勧誘することなく二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確に

しないで、公開買付け等の株券等の買付け等を行うこと）など、株主の皆様に当社株券等の売却

を事実上強要するおそれがある買付け等であると判断される場合 

(vi) 大量買付行為における買付条件（買付け等の対価の価額・種類、買付け等の時期、関連する取引

の仕組み、買付方法の適法性、買付行為の実行の確実性の程度等、大量買付行為後における当社

及び当社グループの経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、配当政策、資産活用策、当社及

び当社グループの従業員、取引先、債権者、顧客その他の当社に係る利害関係者の処遇方針、当

社の他の株主との間の利益相反を回避する具体的方策等を含みます）が、当社の本源的価値に照

らし不十分又は不適当であると合理的に判断される場合 

(vii) 当社及び当社グループの有形無形の経営資源、従業員、取引先、債権者、顧客その他の当社に係

る利害関係者の利益を損ない、中長期的に、当社の企業価値又は株主共同の利益を損ねる重大な

おそれがあると合理的に判断される場合 

 

(6)株主総会における決議 

当社取締役会は、独立委員会が買付内容等を考慮の上、対抗措置の発動につき株主総会の招集を勧告した

場合には、速やかに株主総会を招集し、対抗措置発動に関する議案を当該株主総会に付議するものといたし

ます。当社取締役会は、株主総会において対抗措置発動の決議がなされた場合には、株主総会の決議に従う

ものとし、大量買付者は当該決議がなされるまでの間、買付を実行してはならないものとします。 

なお、株主総会を開催する場合、当社取締役会は、当該株主総会において議決権を行使できる株主を確定

するための基準日を定め、当該基準日の２週間前までに法令に従い公告をいたします。当該株主総会におい

て議決権を行使できる株主は、当該基準日における最終の株主名簿に記載又は記録された株主とします。当

社取締役会は、株主総会で対抗措置の発動が否決された場合には、対抗措置は発動しません。なお、当社は、

株主総会の結果につきましては速やかに開示いたします。 

 

4. 本対応策の有効期間、廃止及び変更 

本対応策の有効期間は、平成26年6月開催予定の当社定時株主総会の終結時までとします。ただし、本対

応策の継続後、有効期間の満了前であっても、当社株主総会において本対応策を廃止する旨の議案が承認さ

れた場合、または当社取締役会において本対応策を廃止する旨の決議がなされた場合には、本対応策はその
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時点で廃止されるものとします。なお、本対応策の有効期間中であっても、当社取締役会は、独立委員会の

承認を得た上で、合理的に必要と認められる範囲で本対応策を変更・修正する場合がありますが、かかる変

更・修正を行った場合は、その内容について速やかに開示いたします。 

 

5. 株主及び投資家の皆様に与える影響 

(1) 本対応策の継続時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

本対応策の継続時においては、新株予約権の無償割当て、会社法その他の法令もしくは当社定款によって

認められる対抗措置自体を行うものではありません。したがいまして、継続時に株主及び投資家の皆様の権

利又は経済的利益に直接具体的な影響が生じることはありません。 

 

(2) 対抗措置発動時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

当社取締役会又は株主総会において対抗措置の発動の決議がなされた場合、当社は法令及び証券取引所規

則に基づいて適切に開示を行います。当社取締役会又は株主総会の決議において、対抗措置として新株予約

権の無償割当ての決議が行われた場合、当該決議において当社取締役会が定める割当期日における株主の皆

様に対し、その保有する当社株式1株につき新株予約権1個の割合で新株予約権が無償にて割り当てられます。

仮に、株主の皆様が、所定の権利行使期間内に、下記「(3)新株予約権の無償割当てに伴って株主及び投資

家の皆様に必要となる手続」において定める新株予約権の行使手続を経ない場合、他の株主の皆様による新

株予約権の行使により、その保有する当社株式が希釈化されることになります。 

ただし、当社が新株予約権を当社株式と引換えに大量買付者並びにその共同保有者及び特別関係者並びに

これらのものが実質的に支配し、これらの者と共同ないし協調して行動する者と当社取締役会が判断する者

（以下「非適格者」といいます。）以外の株主から新株予約権を取得する手続を取った場合には、非適格者

以外の株主の皆様は、下記「(3) 新株予約権の無償割当てに伴って株主及び投資家の皆様に必要となる手続」

に定める手続により、当社による新株予約権の取得の対価として当社株式が交付されるため、かかる希釈化

は生じません。 

なお、当社は、本対応策に定める手続の過程において、株主の皆様に必要な情報を適時適切に開示いたし

ますが、新株予約権の無償割当て決議がなされた場合であっても、大量買付者が大量買付行為を撤回した等

の事情により、新株予約権の行使期間開始日の前日までに、当社が新株予約権者に当社株式を交付すること

なく無償で新株予約権を取得することがあります。その場合には、当社株式1株当たりの価値の希釈化は生

じませんので、1株当たりの当社株式の価値の希釈化が生じることを前提に売買を行った投資家の皆様は、

株価の変動により不測の損失を被る可能性があります。 

 

(3) 新株予約権の無償割当てに伴って株主及び投資家の皆様に必要となる手続 

(a) 新株予約権の無償割当ての手続 

当社取締役会(株主総会における対抗措置発動の議案が承認された後に開催される場合も含みます。)にお

いて、新株予約権の無償割当てを行う決議をした場合には、当社は、新株予約権の割当てのための基準日を

定め、これを公告いたします。この場合、基準日における当社の最終の株主名簿に記載又は記録された株主

の皆様に対し、その所有株式数に応じて新株予約権が無償にて割り当てられることにより、それらの株主の

皆様は、申込み手続を要することなく、新株予約権の無償割当ての効力発生日に、当然に新株予約権者とな

ります。 

 

(b) 新株予約権の行使手続 

当社取締役会は、基準日における当社の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の皆様に対し、新株予

約権の行使請求書（当社所定の書式によるものとし、株主様自身が非適格者でないことを誓約する文言を含

むことがあります。）、その他新株予約権の権利行使に必要な書類を送付します。新株予約権の無償割当て

後、株主の皆様におかれましては、当社取締役会が別途定める権利行使期間内にこれらの必要書類を提出し

た上、発行される株式1株当たり金1円以上で当社取締役会が定める額を払込取扱場所に払い込むことにより、
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新株予約権1個当たり原則として1株の当社普通株式が発行されます。ただし、非適格者は、新株予約権を行

使できない場合があります。ただし、当社は、下記(c)に記載する手続により、非適格者以外の株主の皆様

から新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付することがあります。当社がかかる取得の手続を

取った場合、非適格者以外の株主の皆様は、新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の払込みをせずに、

当社株式を受領することとなり、この場合、原則として、その保有する当社株式全体の価値の希釈化は生じ

ません。 

 

(c) 当社による新株予約権取得の手続 

当社取締役会が、新株予約権を取得する旨の決議をした場合、法令の手続に従い、当社取締役会が別途定

める日の到来日をもって、非適格者以外の株主の皆様から新株予約権を取得しこれと引換えに当社株式を交

付することがあります。この場合、かかる株主の皆様は行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社によ

る新株予約権の取得の対価として、新株予約権1個当たり原則として1株の当社普通株式が交付されます。な

お、この場合、対象となる株主の皆様には、別途、株主様ご自身が非適格者でないことを誓約し、かかる誓

約に虚偽がある場合には交付された株式を返還する旨の文言を記載した当社所定の書面をご提出いただく

ことがあります。 

 

これらの手続の詳細につきましては、実際に新株予約権の無償割当てを行う際に、株主の皆様に適時適切

に開示又はお知らせいたしますので、当該内容をご確認下さい。 

 

Ⅳ. 本対応策が基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位

の維持を目的とするものではないこと及びその理由 

 

本対応策は、以下の理由により、上記Ⅰ.の基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうもので

はなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

 

1. 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

本対応策は、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を完全に充足しており、企業価値研究会が平成20

年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえたものです。また、

株式会社大阪証券取引所の定める「企業行動規範に関する規則 第11条」を遵守しております。 

 

2. 企業価値及び株主共同の利益の確保・向上させる目的をもって継続されていること 

本対応策は、上記Ⅲ.の「１.本対応策継続の目的」にて記載したとおり、当社株券等に対する大量買付行

為がなされた際に、株主の皆様が当該買付行為に応じるべきか否かを適切に判断するために必要かつ十分な

情報及び時間、並びに大量買付者との協議・交渉の機会を確保し、当社の企業価値及び株主共同の利益を確

保・向上させるという目的をもって継続されるものです。 

 

3. 株主の意思を重視するものであること 

本対応策は、上記Ⅲ.の「4.本対応策の有効期間、廃止及び変更」に記載のとおり、本定時株主総会にお

ける株主の皆様からのご承認をもって継続され、平成26年3月期に関する当社定時株主総会の終結時まで設

定されるものです。さらに、本対応策は有効期間の満了前であっても、当社株主総会で選任された取締役で

構成される取締役会において廃止する旨の決議が行われた場合、その時点で廃止されるものとします。この

ため、本対応策の継続、廃止及び対抗措置発動の際に株主総会が開催される場合には、株主の皆様の意向が

反映されるものとなっています。 

 

4. デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと 
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上記Ⅲ.の「4.本対応策の有効期間、廃止及び変更」に記載のとおり、本対応策は、当社株主総会で選任

された取締役で構成される取締役会決議により廃止することができるものとされております。したがって、

本対応策は、いわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させても、なお発動を

阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は取締役の期差任期制を採用していないため、本対

応策は、スローハンド型買収防衛策（取締役の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止する

のに時間がかかる買収防衛策）でもありません。 

 

5. 独立性の高い社外者による判断の重視 

本対応策は、上記Ⅲ.の「2.(2)独立委員会の設置」に記載のとおり、対抗措置の発動等にあたって当社取

締役会の恣意的な判断を排除し、その客観性及び合理性を担保するために当社取締役会から独立した組織と

して独立委員会が設置されています。このように、本対応策の運用は客観性、公正性、及び合理性が高い運

営が行われる仕組みが確保されています。 

 

6. 客観的発動要件の設定 

本対応策は、上記Ⅲ.の「3.(5) 対抗措置の発動要件」に記載のとおり、予め定められた合理的な客観的

要件が充足されなければ対抗措置が発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動

を防止するための仕組みが確保されています。 

 

以 上 
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別紙1 

当社の株式の状況（平成23年3月31日現在） 

 

1. 発行可能株式総数  36,000,000株 

 

2. 発行済株式総数  12,000,000株 

 

3. 大株主の状況 

氏名又は名称 
持株数 

（千株） 

発行済株式総数に対

する所有株式数の割

合（％） 

株式会社メタルワン 1,708 14.23 

住友商事株式会社 1,200 10.00 

新日鐵住金ステンレス株式会社 696 5.80 

株式会社みずほ銀行（常任代理人資産管理サービス信託銀

行株式会社） 

548 4.57 

UEX社員持株会 410 3.42 

上野 竹枝 393 3.28 

三井物産株式会社 

（常任代理人資産管理サービス信託銀行株式会社） 

368 3.07 

大同特殊鋼株式会社 316 2.63 

テックス・テクノロジー株式会社 281 2.34 

第一生命保険株式会社（常任代理人資産管理サービス信託

銀行株式会社） 

268 2.23 

合計 6,188 51.57 
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別紙2 

 

独立委員会の委員略歴（50音順） 

 

   本対応策継続時の独立委員会の委員は、以下の4名を予定しております。 

 

 猪俣 節夫（いのまた せつお） 

 <略 歴>   

 昭和25年2月3日生 

 昭和47年4月  株式会社日本興業銀行（現 株式会社みずほコーポレート銀行）入行 

 平成15年10月  中央青山監査法人金融部部長 

 平成18年9月  あらた監査法人に移籍 

 平成22年6月  同法人 退職 

  

 小川 秀史郎（おがわ しゅうしろう） 

 <略 歴>   

 昭和21年11月20日生 

 昭和46年9月  司法試験合格 

 昭和49年4月  弁護士登録（東京弁護士会）（現任） 

 平成元年6月    当社監査役（現任） 

 

 松本 光史（まつもと みつのぶ） 

 <略 歴>   

 昭和14年５月10日生 

 昭和37年４月  八幡製鐵株式会社（現 新日本製鐵株式会社）入社 

 平成５年６月  高砂鐵工株式会社常務取締役 

 平成８年５月  同社代表取締役社長 

 平成15年６月    同社相談役 

平成17年６月 同社退任 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

 

 嶺 英俊（みね ひでとし） 

 <略 歴>   

 昭和24年10月２日生 

 昭和48年４月  株式会社東京銀行（現 株式会社三菱東京UFJ銀行）入行 

 平成13年１月  オリックス株式会社(ﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞﾃﾞｨﾚｸﾀｰ) 

 平成16年７月    リッジウェイ・キャピタル・パートナーズ株式会社代表取締役社長 

 平成23年４月    株式会社H.M.M代表取締役社長（現任） 

 

 *小川秀史郎氏及び松本光史氏は会社法第2条第16号に定める社外監査役です。 

 *猪俣節夫氏は、本定時株主総会において監査役選任議案が承認可決された場合には、社外監査役に

就任する予定です。 

 *上記4氏と当社との間には取引関係及び特別の利害関係はありません。 
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独立委員会規定の概要    別紙 3 

 

 

1．独立委員会は、本対応策における当社取締役会の判断の客観性、公正さ及び合理性を担保する目的で設

置される。 

 

2．独立委員会の委員は、3 名以上とし、当社の経営陣から独立している、当社の社外監査役及び社外の有

識者(実績ある会社経営者、弁護士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務又は当社の業務領域に精通し

ている者等)の中から、当社取締役会が選任し、就任する。 

 

3．独立委員会委員の任期は3年間とする。ただし、当社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの

限りではない。 

 

4．独立委員会は、当社取締役会より諮問される以下の各号に記載される事項につき、当社取締役会に勧告

を行う。 

(1) 本対応策の適用対象となる大量買付行為の存否 

(2) 大量買付者が当社取締役会に提供すべき本必要情報の範囲 

(3) 本対応策における対抗措置の発動の適否及び取締役会評価期間の延長 

(4) 対抗措置発動に係る議案を株主総会へ上程するか否か 

(5) 本対応策における対抗措置の中止又は撤回 

(6) 本対応策の修正又は変更 

(7) その他本対応策において当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問

した事項 

 

5．独立委員会は、必要に応じて、当社の取締役、監査役又は従業員等を出席させ、独立委員会が適宜必要

と認める情報・資料等を提示するよう要求することができる。 

 

6．独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャルアドバイザー、公認会計士、弁護士、

コンサルタントその他の専門家を含みます）の助言を得ることができる。 

 

7．独立委員会は当社代表取締役及び各独立委員により招集される。 

 

8．独立委員会の決議は、原則として、独立委員会の委員全員が出席し、その過半数の賛同をもってこれを

行う。ただし、やむを得ない事由があるときは、独立委員会委員の過半数が出席し、その過半数の賛同をも

ってこれを行うことができる。 

 

 

以 上 
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別紙4 

 

 

新株予約権の概要 

 

 

1．新株予約権の割当総数  

新株予約権の割当総数は、新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下「新株予約権無償割当

て決議」といいます。）において当社取締役会が別途定める一定の日（以下「割当期日」といいます。）

における当社の発行可能株式総数から最終の発行済株式総数（ただし、同時点において当社の有する当社

株式の数を除きます。）を減じた株式の数を上限として、当社取締役会が新株予約権無償割当て決議にお

いて別途定める数とします。  

 

2．割当対象株主  

割当期日における最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、その所有する当社普通株式（ただ

し、同時点において、当社の所有する当社株式を除きます。）1株につき1個の割合で、新株予約権の無償

割当てを行います。  

 

3．新株予約権の無償割当ての効力発生日  

新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とします。  

 

4．新株予約権の目的である株式の種類及び数  

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権1個当たりの目的である株式の数

は、原則として１株として当社取締役会が新株予約権無償割当て決議において別途定める数とします。た

だし、当社が株式の分割又は株式の併合等を行う場合は、所要の調整を行うものとします。  

 

5．新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価格  

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、新株予約権の行使に際して出資される財産の当

社普通株式1株当たりの金額は1円以上で当社取締役会が新株予約権無償割当て決議において別途定める

額とします。  

 

6．新株予約権の譲渡制限  

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。  

 

7．新株予約権の行使条件  

新株予約権の行使条件の詳細については、新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。

非適格者は、新株予約権を行使することができないとの行使条件を付すこともあります。 

 

8．当社による新株予約権の取得  

当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が所有する新株予約権を取得し、こ

れと引き替えに新株予約権1個につき当社株式1株を交付することができるものとします。  

 

9．対抗措置発動の停止等の場合の無償取得  

当社取締役会が、対抗措置の発動を停止した場合その他新株予約権無償割当て決議において当社取締役

会が別途定める場合には、当社は、新株予約権の全部を無償にて取得することができるものとします。  
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10．新株予約権の行使期間等  

新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会が新株予約権無償割当て決議におい

て別途定めるものとします。 

 

          以上
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(ご参考) 

     

    本対応策に関するフローチャート 
 

 

 

 

 

 

 

 

(注)上記のフローチャートは本対応策の概要を示したものであり、詳細につきましては本文をご参照

願います。 

 

 

本対応策を
遵守する場合

本対応策を
遵守しない場合

買付意向表明書の提出

10営業日以内

本必要情報のリストを交付

本必要情報の提出

取締役会評価期間の開始 諮問 諮問

60～90日 取締役会
取締役会評価期間の終了 勧告 勧告

企業価値・株主共同の利益を
著しく損なう場合

株主総会の招集を勧告する場合

取締役会

対抗措置の不発動 対抗措置の発動

独
立
委
員
会

株主総会の開催
株主意思に従い

大量買付者


